
 

平成 20 年度決算の概要 

 
平成 21 年 5 月 8 日 
日本貨物鉄道株式会社 

 

１．経営成績の概要 
 

増  減  19 年度 

決算 

Ａ 

20 年度 

決算 

Ｂ 
金額 

Ｂ－Ａ 

％ 

Ｂ／Ａ 

営 業 収 益 1,671 1,615 △ 56 △ 3.4％ 

営 業 利 益 37 △ 11 △ 48 －   

経 常 利 益 12 △ 36 △ 48 －   

当 期 純 利 益 10 △ 15 △ 26 －   
 
 

 (1) 営業収益  1,615 億円（対前期 △56 億円／△3.4％） 
 

  ・ 運輸収入（△58 億円）、不動産賃貸収入の増加（＋11 億円）、不動産販売収入（△8億円）

の減少 
 
   （参考）輸送量 3,308 万トン（対前期 △311 万トン／△8.6％） 

    ・ コンテナ 2,217 万トン（対前期 △123 万トン／△5.3％） 

     秋口以降の加速度的な景気後退に伴う輸送量の大幅減少（自動車部品、化学工業品、

化学薬品、紙・パルプ 等） 

    ・ 車 扱  1,090 万トン（対前期 △187 万トン／△14.7％） 

     燃料転換の進展・生産活動の低迷等による石油の減 等 

  

 (2) 営業費用  1,626 億円（対前期 △ 7 億円／△0.5％） 
 
  ・ 人件費（△ 5 億円）    社員数減少等（期末社員数 6,629 人 対前期末 △53 人） 

  ・ 物件費（△ 5 億円）    動力費（＋9億円）、線路使用料（＋10 億円）の増加、 

車両修繕費（△10 億円）、業務委託費（△3 億円）、分譲マン

ション等の仕入経費（△4億円）、備品・消耗品・通信費・広告

宣伝費・図書新聞費・旅費（△3億円）の減少 等 

  ・ 減価償却費（＋ 4 億円） 車両の新製等 

 

 (3) 営業利益  △ 11 億円（対前期 △48 億円／ － ） 
 
 

 (4) 営業外損益 △ 25 億円（対前期 ＋ 0 億円／△0.1％） 
 
  ・ 発生品売却の増加等による営業外収益の増（＋2億円） 

  ・ 借入金の増加に伴う支払利息の増加（＋3億円） 

 

 (5) 経常利益  △ 36 億円（対前期 △48 億円／ － ） 
 
 

 (6) 特別損益    13 億円（対前期 ＋ 3 億円／＋35.6％） 
 
  ・ 工事負担金等受入額（前期 鳥栖改良工事）の減少により特別利益が減少（△7億円） 

  ・ 前期 中越沖地震災害損失 等の減少により特別損失が減少（△10 億円）

（単位：億円） 



 

 

 (7) 当期純利益  △ 15 億円（対前期 △26 億円／ － ） 
 
 

 (8) 鉄道事業・関連事業営業利益 
 
  ・ 鉄道事業営業利益 △ 91 億円（対前期 △50 億円／＋120.4％） 

     景気の急激な悪化による運輸収入の減少により損失が拡大 

  ・ 関連事業営業利益   80 億円（対前期 ＋ 1 億円／＋1.7％） 

 

２．財政状態 
 
 (1) 資産の部  3,510 億円（対前期末 △31 億円／△0.9％） 
 
  ・ 流動資産は、未収運賃の減少などにより 22 億円の減少 

  ・ 固定資産は、新規固定資産の取得の減少及び償却の進捗などにより 9億円の減少 

 

 (2) 負債の部  3,066 億円（対前期末 △15 億円／△0.5％） 
 
  ・ 流動負債は、未払金の減少などにより 32 億円の減少 

  ・ 固定負債は、長期借入金の増加などにより 17 億円の増加 
 
   (参考) 当期末長期債務  1,768 億円（対前期末 ＋90 億円／＋5.4％） 

    ・ 有利子債務  1,449 億円（対前期末 ＋90 億円／＋6.7％） 

    ・ 無利子債務    319 億円（対前期末 増減なし） 

 

 (3) 純資産の部  443 億円（対前期末 △15 億円／△3.4％） 
 
  ・ 当期純損失により株主資本が 15 億円の減少 

  

３．設備投資 
 
  安全投資を除く不急の投資を抑制し、総額は 197 億円（対前期 △99 億円／△33.6％） 
 

 (1) 鉄道事業 179 億円（対前期 △76 億円／△30.0％） 
 
  ・ 安全投資（152 億円）を確実に実施したが、その他は駅設備改良等最小限の投資に抑制 

   （車両の新製 … 機関車 27 両、コンテナ車 144 両） 
 

 (2) 関連事業 17 億円（対前期 △22 億円／△56.6％） 
 
  ・ 小名木川開発、豊橋複合商業施設等を着実に推進 

 

４．連結決算概況 
 
  ・ 営業収益  2,013 億円（対前期 △85 億円／△ 4.1％ 連単倍率 1.25） 

  ・ 営業費用  2,015 億円（対前期 △34 億円／△ 1.7％） 

  ・ 営業利益   △ 2 億円（対前期 △51 億円／  －  ） 

  ・ 経常利益   △30 億円（対前期 △54 億円／  －  ） 

  ・ 当期純利益  △14 億円（対前期 △32 億円／  －  ） 

  ・ キャッシュ・フロー計算書 

     営業活動ＣＦ  129 億円 

     投資活動ＣＦ △257 億円 

     財務活動ＣＦ  107 億円 

  ・ 連結の範囲 

     連結子会社   27 社（対前期末 増減無し） 

     持分法適用会社 10 社（対前期末 増減無し） 

 



収 支 比 較 表 （平成20年度決算）

(単位：億円・単位未満切捨）

19年度 比較増減

決算 決算 （対19年度決算）

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ

営業収益 1,671 1,615 -56 

運輸収入（純収入） 1,308 1,249 -58 

コンテナ 1,149 1,114 -34 

車　扱 159 135 -23 

その他収入 363 365 1

営業費 1,634 1,626 -7 

人件費 507 501 -5 

物件費 878 873 -5 

減価償却費 184 189 4

租税公課 68 67 -1 

厚生福利施設費相殺 -5 -5 -0 

営業利益 37 -11 -48 

営業外損益 -25 -25 0

経常利益 12 -36 -48 

特別損益 10 13 3

税引前当期純利益 22 -22 -45 

法人税、住民税及び事業税 1 1 -0 

法人税等調整額 10 -8 -18 

当期純利益 10 -15 -26 

20年度
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平 成 21 年 3 月 期 決 算 概 況 

平成 21 年 5月 8 日 

会  社  名  日本貨物鉄道株式会社           ＵＲＬ  http://www.jrfreight.co.jp   
代  表  者   代表取締役社長  小 林  正 明 
問合せ先責任者  総務部広報室長  渡 辺  克 凡               ＴＥＬ(03)3239－9127 
定時株主総会開催予定日  平成 21 年 6 月 19 日 
 

（百万円未満切捨） 
１．21 年 3月期の業績（平成 20 年 4月 1日～平成 21 年 3月 31 日） 
(1)経営成績                                  （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

21 年 3 月期 
20 年 3 月期 

161,516  ( △3.4) 
167,181  (  2.1) 

△1,110  ( －)
3,768  ( 2.2)

△3,615  (   －) 
1,261  ( △16.2) 

△1,593 (   －)
1,044 ( △52.5)

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

21 年 3 月期 
20 年 3 月期 

△4,193  40 
2,747  63 

－   
－   

△3.5
2.3

△1.0 
0.4 

△0.7
2.3

 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

21 年 3 月期 
20 年 3 月期 

351,086   
354,194   

44,388  
45,967  

12.6 
13.0 

116,812  53
120,968  12

(参考) 自己資本       21 年 3 月期    44,388 百万円 
 
 
２．配当の状況 
   実施しておりません。 
 
 
３．22 年 3月期の業績予想（平成 21 年 4 月 1日～平成 22 年 3月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

通    期 158,800 (△1.7) △1,700 ( －) △5,000( －) △3,700( －) △9,736  84

 
 
４．その他 
(1) 重要な会計方針の変更 
① 会計基準等の改正に伴う変更  ○有  ･ 無 
② ①以外の変更   有 ･ ○無  

 
 
(2) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 21 年 3 月期  380,000 株 20 年 3 月期  380,000 株 
②期末自己株式数  21 年 3 月期 － 株 20 年 3 月期     －  株 

 
 
 

 

 

 



２ 

当 期 の 業 績 の 概 要 

 

日本貨物鉄道株式会社 

 

当期におけるわが国経済は、“百年に一度”と云われる、秋口以降の世界同時不況の甚大

な影響により、加速度的に景気が冷え込みました。製造業の工場閉鎖や減産体制が月を追う

ごとに拡大し、物流業界においても、国内総輸送量が大幅に減少するなど、きわめて厳しい

状況が続きました。 

当期は、4 ヵ年の中期経営計画「ニューストリーム 2011」のスタートの重要な年であり、

将来にわたって貨物鉄道事業を安定的に行っていくための強固な事業基盤づくりを目指し、

安全の確立、マーケットから選択される良質の商品づくり、徹底したコストダウンに努めて

まいりました。 

年度前半は、8 月から 9 月にかけての記録的な集中豪雨等による輸送障害の影響を大きく

受けたものの、上半期コンテナ輸送量が過去最高となるなど、比較的順調に推移しました。

しかし、年度後半からの急激な輸送量の減少に対応するため、直ちに「緊急収支改善対策本

部」を設置し、全社一丸となって収支改善に向け取り組んだものの、当期は 8 期ぶりとなる

経常損失の計上を余儀なくされました。 

安全面では、安全管理体制の確立、ATS の整備などソフト･ハード両面にわたる対策を講じ

ました。営業面では、利用運送事業者との連携強化による積極的な提案型営業の展開、良質

の商品づくり等に努めました。安定輸送の確保に向けては、異常時における迅速かつ的確な

情報連絡体制の確立等に努めました。経費面では、「コストダウン実行推進本部」を設置し、

仕事の進め方を新たな発想・視点で組織横断的に見直し、徹底した効率化・コスト削減を推

進しました。一方、大量退職時代を迎えており、グループ一体となって、とくに技術継承に

積極的に取り組みました。 

これらにより、コンテナ貨物の輸送量は 2,217 万トン（前期比 5.3％減）、車扱貨物の輸

送量は 1,090 万トン（前期比 14.7％減）となりました。 

鉄道事業における営業収益は 1,463 億円（前期比 3.5％減）、営業損失は 91 億円（前期比

120.4％増）となりました。 

関連事業では、新規建物貸付や宅地分譲事業等の着実な推進を図りました。また、小名木

川地区における大規模商業施設が平成 21 年 3 月に着工の運びとなりました。 

関連事業における営業収益は 151 億円（前期比 2.1％減）、営業利益は 80 億円（前期比 1.7％

増）となりました。 

これらの結果、営業収益は 1,615 億円（前期比 3.4％減）、営業損失は 11 億円となりまし

た。これに営業外損益を加減した経常損失は 36 億円、さらに特別損益、法人税等を加減した

当期純損失は 15 億円となりました。 

平成 21 年度についても、先行きの読めない、深刻な経済情勢が暫くの間続くと想定される

ことから、きわめて厳しい経営となることを覚悟しなければなりません。輸送力の適正な配

置、投資規模、要員体制等の抜本見直しなど、全社をあげて収支改善に取り組んでまいりま

す。一方で、モーダルシフトへの期待はますます大きくなってくることから、来るべき景気

回復に備え、このような時期にこそ、スリムで機動的な業務運営を確立し、一刻も早く黒字

基調への転換を図ってまいります。 

今後とも、何卒、一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 



《 資料  １ 》

比  較  貸  借  対  照  表
（単位：百万円） 

科               目 比較増減額

(資 産 の 部)

流  動  資  産 36,041 33,834 △ 2,207

現　  金　及　び　預　  金 12,460 10,450 △ 2,010

未       収       運        賃 13,542 11,451 △ 2,090

未            収             金 1,840 3,289 1,449

未　　  収 　　   収 　　  益 629 546 △ 83

貯            蔵             品 2,356 2,760 404

前            払             金 1,852 3,150 1,298

繰   延   税   金   資   産 2,542 1,800 △ 742

そ             の            他 822 384 △ 437

貸    倒    引     当     金 △ 3 - 3

固  定  資  産 318,152 317,252 △ 900

鉄 道 事 業  固 定 資 産 231,452 230,430 △ 1,022

関 連 事 業  固 定 資 産 44,160 43,472 △ 687

各 事 業 関 連 固定資産 15,695 15,019 △ 676

そ の 他  の  固 定 資 産 9 9 △ 0

建     設    仮    勘     定 3,290 3,607 316

投　資　その他の　資　産 23,543 24,713 1,169

関  係  会  社  株  式 8,905 8,931 26

投 資 有 価 証 券 778 775 △ 2

長 期 前 払 費 用 4,705 4,096 △ 609

繰 延 税 金 資 産 8,830 10,356 1,526

そ の 他 371 598 227

貸 倒 引 当 金 △ 47 △ 45 1

資       産       合       計 354,194 351,086 △ 3,108

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

３



     比  較  貸  借  対  照  表
（単位：百万円）

科               目 比較増減額

(負 債 の 部)

流  動  負  債 50,802 47,537 △ 3,265

1年以内返済長期借入金 12,825 14,919 2,094

1年以内返済

　支配株主からの長期借入金 938                  - △ 938

未            払            金 23,313 18,433 △ 4,879

未       払       費       用 858 874 15

未   払   法   人   税  等 290 296 5

未   払   消   費   税  等 202 516 313

前            受            金 2,699 3,665 965

前　　　受　　 　収　　　益 1,580 1,815 235

賞    与    引    当     金 4,328 3,916 △ 412

環  境  対  策  引  当  金 235 51 △ 184

そ            の            他 3,529 3,048 △ 480

固  定  負  債 257,423 259,160 1,736

長    期    借    入     金 123,041 130,021 6,980

支配株主からの長期借入金 31,016 31,954 938

退  職  給 付  引  当  金 59,375 54,398 △ 4,977

環  境  対  策  引  当  金 265 215 △ 49

預　　り　　保　　証　　金 39,923 37,804 △ 2,119

そ            の            他 3,801 4,765 964

負     債     合     計 308,226 306,697 △ 1,529

(純 資 産 の 部)

株　　　主　　　資　　　本 46,542 44,949 △ 1,593

資              本             金 19,000 19,000 -

資     本     剰     余     金 15,300 15,300 -

資　　本　　準　　備　　金 15,300 15,300 -

利     益     剰     余     金 12,241 10,648 △ 1,593

その他利益剰余金 12,241 10,648 △ 1,593

圧 縮 積 立 金 23,648 18,128 △ 5,519

圧縮特別勘定積立金 261 676 414

特 別 償 却 準 備 金 50 10 △ 39

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 11,718 △ 8,167 3,551

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △ 574 △ 560 14

その他有価証券評価差額金 64 △ 27 △ 91

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 638 △ 533 105

純　　資　　産     合     計 45,967 44,388 △ 1,579

負 債 及 び 純 資 産 合 計 354,194 351,086 △ 3,108

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前事業年度
(平成20年3月31日)

当事業年度
(平成21年3月31日)

４



《 資料  ２ 》

比  較  損  益  計  算  書
（単位：百万円） 

科               目 比較増減額

鉄　道　事　業

営  業  収  益 151,663 146,330 △ 5,333

営    業     費 155,828 155,509 △ 319

営　業　利　益 △ 4,165 △ 9,178 △ 5,013

関　連　事　業

営  業  収  益 15,518 15,186 △ 331

営    業     費 7,584 7,118 △ 465

営　業　利　益 7,934 8,068 134

全　事　業　営　業　利　益 3,768 △ 1,110 △ 4,879

営業外収益 747 1,013 265

営業外費用 3,254 3,518 263

経  常  利  益 1,261 △ 3,615 △ 4,877

特 別 利 益 4,712 3,983 △ 728

特 別 損 失 3,688 2,596 △ 1,092

税引前当期純利益 2,285 △ 2,227 △ 4,513

法人税 、 住民税及び事業税 182 178 △ 4

法人税等調整額 1,059 △ 812 △ 1,871

当　期　純　利　益 1,044 △ 1,593 △ 2,637

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前事業年度    当事業年度

５



（単位：百万円） 

資本剰余金

圧縮積立金
 圧縮特別
勘定積立金

特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成20年3月31日残高 19,000 15,300 23,648 261 50 △ 11,718 12,241 46,542

事業年度中の変動額

　当期純損失 △ 1,593 △ 1,593 △ 1,593

　圧縮積立金の積立 711 △ 711              -                  -

　圧縮積立金の取崩 △ 6,231 6,231              -                  -

　圧縮特別勘定積立金の積立 442 △ 442              -                  -

　圧縮特別勘定積立金の取崩 △ 28 28              -                  -

　特別償却準備金の取崩  △ 39 39              -                  -

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

 

事業年度中の変動額合計                  -               - △ 5,519 414 △ 39 3,551 △ 1,593 △ 1,593

平成21年3月31日残高 19,000 15,300 18,128 676 10 △ 8,167 10,648 44,949

平成20年3月31日残高                64 △ 638 △ 574 45,967

事業年度中の変動額

　当期純損失 △ 1,593

　圧縮積立金の積立               -

　圧縮積立金の取崩               -

　圧縮特別勘定積立金の積立               -

　圧縮特別勘定積立金の取崩               -

　特別償却準備金の取崩               -

　株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△ 91 105 14 14

事業年度中の変動額合計 △ 91 105 14 △ 1,579

平成21年3月31日残高 △ 27 △ 533 △ 560 44,388

（注）   記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

評価・換算
差額等合計

利益剰余
金合計

資　本　金

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

株　主　資　本

利　益　剰　余　金

そ　の　他　利　益　剰　余　金
株主資本合計

資本準備金

平成２０年４月　１日から

平成２１年３月３１日まで
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個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１ 資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券の評価基準及び評価方法 
満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法）によっております。 
子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法によっております。 
その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。 
時価のないもの 
移動平均法による原価法によっております。 

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法 
時価法によっております。 

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
貯蔵品   移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。 
 

（会計方針の変更） 
当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成１８年７
月５日）が適用されることとなったことに伴い、同会計基準を適用しております。 
なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

 
２ 固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物は定額法、その他は定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については、

取替法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物及び構築物   ３～６０年 
車両       １０～３０年 
機械装置      ５～２０年 
工具器具備品    ２～２０年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法によっております。 ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
（3）リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

（会計方針の変更） 
当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号 平成１９年３月

３０日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６

号 平成１９年３月３０日改正）が適用されることとなったことに伴い、同会計基準及び同適
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用指針を適用しております。なお、平成２０年３月３１日以前に取得した所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
この変更による損益への影響はありません。 
 

（追加情報） 
当事業年度より、法人税法改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する

省令  平成２０年４月３０日  財務省令３２号）に伴い、機械装置の耐用年数を変更しており
ます。 
なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

 
３ 引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 
金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上し、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 
（2）賞与引当金 
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上したものと、それにかかる社会

保険料の会社負担額を含めて計上しております。 
（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（１４年）による定額法により按分した額をそれぞれ、発生の翌事業年度から費用処理して

おります。 
（4）役員退職慰労引当金 
役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 
（5）環境対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、その見積り額を計上しております。 
 
４ 工事負担金等の会計処理方法 
鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあたり、地方

公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。 
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得

原価から直接減額して計上しております。なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額

を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮額と

して特別損失に計上しております。 
また、特別利益に計上した「工事負担金等受入額」のうち収用等に伴う受入額を除いた額は

1,645 百万円であり、特別損失に計上した「固定資産圧縮額」のうち収用等に伴う圧縮額を除

いた額は 1,409 百万円であります。 
 
５ ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっております。 
 
６ 消費税等の会計処理 
税抜き方式によっております。 



貸借対照表に関する注記

1 担保に供している資産 有価証券及び供託金 19 百万円

宅地建物取引業法第２５条に基づく営業保証金であります。

2 有形固定資産の減価償却累計額 310,660 百万円

3 保証債務の内容及び金額
（単位：百万円）

保証金額

北九州貨物鉄道施設保有　㈱ 2,709 金融機関からの借入れに対する債務保証

水島臨海鉄道　㈱ 2,549 同     上

そ　　　の　　　他　　　（３社） 874 同     上

債 務 保 証 計 6,133

ジェイアールエフ商事　㈱ 3,363 金融機関からの借入れに対する債務保証予約

京  葉  臨  海  鉄  道  ㈱ 1,951 同     上

日本オイルターミナル　㈱ 800 同     上

債務保証予約計 6,115

合　　　　　計 12,248

4 関係会社に対する金銭債権債務

関係会社に対する金銭債権 短期金銭債権 5,533 百万円

関係会社に対する金銭債務 短期金銭債務 4,000 百万円

長期金銭債務 3,353 百万円

5 固定資産の科目ごとの総額

有形固定資産 290,831 百万円

土  地 28,447 百万円 建  物 103,409 百万円

構築物 44,835 百万円 車  両 103,658 百万円

その他 10,481 百万円

無形固定資産 1,707 百万円

6 固定資産の取得原価から直接減額された

　　  工事負担金等累計額 9,745 百万円

損益計算書に関する注記

1 営業収益 161,516 百万円

鉄道事業 146,330 百万円 貨物運輸収入 124,964 百万円

運輸附帯収入等 21,365 百万円

関連事業 15,186 百万円

2 営業費 162,627 百万円

運送営業費及び売上原価 127,058 百万円

販売費及び一般管理費 9,890 百万円

諸税 6,757 百万円

減価償却費 18,920 百万円

3 関係会社との取引高

営業収益 58,665 百万円 営業取引以外

営業費 25,662 百万円 の取引高 752 百万円

被 保 証 者 被 保 証 債 務 の 内 容

９



株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式数に関する事項

普通株式 380,000 株 － － 380,000 株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の

 発生の主な原因は、圧縮積立金等であります。

また、評価性引当額として繰延税金資産から控除した額は644百万円であります。

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンテナ、フォークリフト、電子計算機等を

 所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

１株当たり情報に関する注記

1 １株当たり純資産額 116,812円53銭

2 １株当たり当期純損失金額  4,193円40銭

期末残高区分 期首残高 当期増加額 当期減少額
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表 － １  輸送実績の概要

項                  目 前事業年度 当事業年度 比            較

増    減 前期比%

運   輸   収   入 （億円） 1,308 1,249 △ 58 95.5

コ   ン   テ   ナ 1,149 1,114 △ 34 97.0

車              扱 159 135 △ 23 85.0

輸　送　量  （万トン） 3,619 3,308 △ 311 91.4

コ   ン   テ   ナ 2,341 2,217 △ 123 94.7

車              扱 1,278 1,090 △ 187 85.3

輸送トンキロ（億ﾄﾝｷﾛ） 231 221 △ 10 95.4

コ   ン   テ   ナ 208 201 △ 7 96.6

車              扱 22 19 △ 3 85.1

（注）  記載金額等は単位未満を切り捨てて表示しております。

表 － ２  主要品目別輸送量 （単位  千トン、％）

扱　　別 品　　　　　目 前事業年度 当事業年度 前期比%

農産品・青果物 2,407 2,320 △ 86 96.4

化 学 工 業 品 2,233 2,039 △ 193 91.3

化 学 薬 品 1,667 1,531 △ 136 91.8

食 料 工 業 品 3,378 3,354 △ 23 99.3

コ ン テ ナ 紙 パ ル プ 等 3,768 3,478 △ 290 92.3

他 工 業 品 1,766 1,666 △ 100 94.3

積合せ貨物等 2,534 2,406 △ 127 95.0

自 動 車 部 品 837 769 △ 67 91.9

家電・情報機器 405 417 12 103.0

エ コ 関 連 物資 374 370 △ 4 98.8

そ の 他 4,042 3,821 △ 220 94.6

コ ン テ ナ 計 23,416 22,178 △ 1,238 94.7

石 油 8,236 7,179 △ 1,056 87.2

セ メ ン ト 709 666 △ 42 94.0

石 灰 石 797 737 △ 60 92.5

車   　　扱 車 両 1,430 1,178 △ 251 82.4

そ の 他 1,609 1,143 △ 466 71.0

車 扱 計 12,782 10,904 △ 1,877 85.3

合　　　　　　　計 36,199 33,083 △ 3,116 91.4

（注）  記載輸送量は単位未満を切り捨てて表示しております。

増　　減

１１
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平成２１年３月期 連結決算概況について 

 

 

 

 

当連結決算は、連結子会社 27 社（前年同期 27 社）、持分法適用会社 10

社（同 10 社）を対象にして作成しております。 

連結経営成績は、売上高が前年同期比 85 億円（4.1％）減の 2,013 億円、営

業利益が前年同期比 51 億円（―％）減の△2 億円、経常利益が前年同期比

54億円（―％）減の△30億円となり、当期純利益は前年同期比 32億円（―％）

減の△14 億円となりました。 

連結財政状態は、総資産が前期末比 36 億円減の 3,994 億円、自己資本が

前期末比 15 億円減の 542 億円で、自己資本比率 13.6％、1 株当たり純資産

が 142,882 円 76 銭となりました。 

連結キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが 129 億

円の流入、投資活動によるキャッシュ・フローが 257 億円の流出となり、財務活

動によるキャッシュ・フローが 107 億円の流入となりました。 

 

(注) 本連結決算書につきましては、監査法人の監査は受けておりません。 



　平 成 ２１ 年 ３ 月 期    連 結 決 算 概 況
平成21年5月8日

日本貨物鉄道株式会社

代表取締役社長

総務部広報室長 TEL (03) 3239 - 9127

定時株主総会開催予定日　　平成21年6月19日

（百万円未満切捨）

１．  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 売     上     高 営   業   利   益 経   常   利   益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 201,327 △4.1 △205 - △3,097 - △1,421 -

20年3月期 209,881 12.3 4,943 3.6 2,345 △3.3 1,815 △29.5

１ 株 当 た り 総  資  産 売  上  高

当 期 純 利 益 １ 株 当 た り 経常利益率 営業利益率

当 期 純 利 益

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △3,739 95 - - △2.6 △0.8 △0.1

20年3月期 4,778 67 - - 3.2 0.6 2.4

（参考）　　持分法投資損益   21年3月期 76 百万円   20年3月期 174百万円

(2) 連結財政状態

総    資    産 純    資    産  自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 399,411 61,685 13.6 142,882 76

20年3月期 403,054 63,366 13.9 147,087 65

（参考） 　自己資本   21年3月期 54,295 百万円   20年3月期 55,893 百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による       投資活動による       財務活動による 現金及び現金同等物

     キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー      キャッシュ・フロー 期  末  残  高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 12,914 △25,717 10,751 16,199

20年3月期 22,615 △28,890 10,295 18,251

２．  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） （％表示は対前期増減率）
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　　期 195,200 △3.0 △1,100 - △4,700 - △3,500 - △9,210 53

３．　その他

（１） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　27 社 持分法適用非連結子会社数 0 社 持分法適用関連会社数 10 社

（２） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

無

（３） 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる

　　　重要な事項の変更に記載されるもの）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

（４） 発行済株式数　（普通株式）

①期末発行済株式数（自己株式を含む）  21年3月期 株   20年3月期 株
②期末自己株式数   21年3月期 - 株   20年3月期 - 株

会 社 名

380,000

当 期 純 利 益

当期純利益売　上　高 営業利益 経常利益

 潜在株式調整後 自 己 資 本

当期純利益率

小 林 正 明

渡 辺 克 凡

380,000

問合せ先責任者

代 表 者
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連　結 貸 借 対 照 表
（平成21年3月31日　現在） （単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度 増　　　減 比　率

科        目 金　　額 金　　額 金　　額 ％

  （資  産  の  部）
流　　動　　資　　産 52,202 49,804 △ 2,398 95.4

18,960 17,000 △ 1,960 89.7
14,460 14,149 △ 310 97.9
9,324 7,669 △ 1,654 82.3
2,420 2,858 438 118.1
7,036 8,125 1,089 115.5

固　　定　　資　　産 350,852 349,606 △ 1,245 99.6
318,224 316,757 △ 1,467 99.5
3,297 2,449 △ 848 74.3
29,329 30,400 1,071 103.7

投 資 有 価 証 券 11,546 11,298 △ 248 97.9
長 期 前 払 費 用 4,769 4,156 △ 613 87.1
繰 延 税 金 資 産 9,443 10,999 1,555 116.5
そ の 他 3,569 3,945 376 110.5

403,054 399,411 △ 3,643 99.1

  （負  債  の  部）
流　　動　　負　　債 64,991 61,304 △ 3,687 94.3

20,507 22,719 2,212 110.8
30,630 24,938 △ 5,692 81.4
5,125 4,725 △ 399 92.2
8,727 8,920 192 102.2

固　　定　　負　　債 274,696 276,420 1,724 100.6
164,358 172,924 8,565 105.2
61,119 56,091 △ 5,028 91.8
49,219 47,405 △ 1,813 96.3
339,688 337,725 △ 1,963 99.4

  （純　資　産  の  部）
19,000 19,000 － 100.0
15,300 15,300 － 100.0
22,022 20,601 △ 1,421 93.5
56,322 54,901 △ 1,421 97.5
△ 429 △ 606 △ 176 141.1
7,473 7,390 △ 82 98.9
63,366 61,685 △ 1,680 97.3

403,054 399,411 △ 3,643 99.1

連　結 損 益 計 算 書
平成20年4月 1日から
平成21年3月31日まで （単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度 増　　　減 比　率

科        目 金　　額 金　　額 金　　額 ％

209,881 201,327 △ 8,553 95.9
204,937 201,532 △ 3,405 98.3
4,943 △ 205 △ 5,148 －
1,050 1,123 73 107.0
3,647 4,015 368 110.1
2,345 △ 3,097 △ 5,443 －
5,291 4,406 △ 884 83.3
3,762 2,840 △ 921 75.5
3,875 △ 1,531 △ 5,406 －
749 520 △ 229 69.4
1,096 △ 641 △ 1,737 －
213 10 △ 202 4.9
1,815 △ 1,421 △ 3,237 －

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金
株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少 数 株 主 持 分

営 業 費

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金等
未 収 運 賃
た な 卸 資 産
そ の 他

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

短 期 借 入 金 等
支払手形及び買掛金等
賞 与 引 当 金
そ の 他

長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他
負 債 合 計

営 業 利 益

負 債 純 資 産 合 計

営 業 収 益

資 本 金
資 本 剰 余 金

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税金等調整前当期純利益
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八戸臨海鉄道㈱
仙台臨海鉄道㈱
秋田臨海鉄道㈱
福島臨海鉄道㈱
鹿島臨海鉄道㈱
京葉臨海鉄道㈱
神奈川臨海鉄道㈱
名古屋臨海鉄道㈱
衣浦臨海鉄道㈱
水島臨海鉄道㈱

臨海鉄道１０社 倉庫・物資別９社

日本ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ㈱
日本運輸倉庫㈱

名光急送㈱
東京輸送㈱
㈱オー・エル・エス
関西化成品輸送㈱
㈱飯田町紙流通ｾﾝﾀｰ
㈱大阪鉄道倉庫
㈱東京液体化成品ｾﾝﾀｰ

利用運送３社

全国通運㈱
日本ﾌﾚｰﾄﾗｲﾅｰ㈱
北海道ｼﾞｪｲｱｰﾙ物流㈱

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ１０社

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
東北ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
北関東ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
新潟ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
信州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
東海ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
北陸ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
関西ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
山陽ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
中国ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・
九州ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ

関連その他５社

ｼﾞｪｲｱｰﾙｴﾌ商事㈱
東京貨物開発㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

不動産開発
北九州貨物鉄道

施設保有㈱
㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ貨物・

ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ

平成２０年度連結財務諸表作成上の連結対象会社

連結子会社 ２７社持分法適用会社 １０社

１
5




